
ひとり親家庭の母又は父が、就業に結びつきやすい資格を取得するために養成機関で修業してい

る場合、生活の負担を軽減し、安定した修業環境を提供できるよう、給付金を支給します。

１ 内 容

対象者

次の要件を全て満たす宮崎市在住のひとり親家庭の母又は父

① 児童扶養手当受給者または同様の所得水準にあること

(ただし、所得水準を超過した場合であっても、1年に限り対象者となる)

② 市税の滞納がないこと

③ 養成機関で６か月以上の課程を修業し、対象資格の取得が見込まれる方であること

④ 就業又は育児と修業の両立が困難であると認められる方であること

⑤ 過去にこの給付金を受給していないこと、同じ趣旨の給付を受けていないこと

対象資格

①保健師 ②助産師 ③看護師 ④准看護師

⑤保育士 ⑥精神保健福祉士 ⑦社会福祉士 ⑧介護福祉士

⑨理学療法士 ⑩作業療法士 ⑪歯科衛生士 ⑫歯科技工士

⑬理容師 ⑭美容師 ⑮調理師 ⑯製菓衛生士

⑰デジタル分野等の民間資格 等

※原則は通学制ですが、働きながら資格取得を目指す場合は通信制も対象とします。

支給額

支給額は、申請者及び同一住所に住む家族全員の市町村民税課税状況により決定し

ます。

〇高等職業訓練促進給付金

・非課税世帯 月額 100,000円 （修業期間の最後の1年間140,000円）

・課税世帯 月額 70,500円（修業期間の最後の1年間 110,500円）

〇高等職業訓練修了支援給付金（支給は訓練修了後）

・非課税世帯 月額 50,000円

・課税世帯 月額 25,000円

※高等職業訓練修了支援給付金の申請については、対象者にお知らせします

支給期間 修業期間の全期間（ただし、上限４年）

注意事項 支給を希望される場合は、事前相談が必要です。

（裏面もご覧ください）

☆事前相談・お問い合わせ先☆

宮崎市役所 子育て支援課 子ども給付室（母子父子支援担当）

（本庁舎５階） 電話 ０９８５－２１－１７６５



２ 手続きの流れ

（１）事前相談

母子・父子自立支援員による事前相談で、当該資格を取得することが適職に就くために必要

であるか支給要件を確認します。受講する講座の資料をお持ちになり、子育て支援課にお越し

ください。

（２）高等職業訓練促進給付金 支給申請 提出書類あり

入学後すみやかに以下の書類を揃えて申請書を提出してください。（支給申請は、修業を開

始した日以降に行うことができます。）

＜申請に必要な書類＞※その他、必要に応じて書類の提出をお願いする場合があります。

・ 当該対象者及びその扶養している児童の戸籍謄本

・ 児童扶養手当証書（児童扶養手当の支給を受けている方のみ）

・ 養成機関の在籍証明書（支給申請前１ヵ月以内に発行されたもの）

・ 養成機関のパンフレット等

・ 預金通帳またはキャッシュカード（申請者名義のもの）

・ マイナンバーを確認できるもの

・ 本人確認書類（運転免許証、マイナンバーカードなど）

（３）審査・決定通知

市で審査を行い、支給と認められた場合には支給決定通知書とご案内を送付します。

（４）修業期間中 提出書類あり

・修業期間中は出席状況証明書等（養成機関で証明されたもの）を２か月毎に提出ください。

・出席状況証明書等の審査後、申請月分からの高等職業訓練給付金を支給します。

・進級の際は、改めて申請書類をご提出ください。

※月の初日から末日まで１日も養成機関に出席しなかった場合は、当該月分については支給し

ません（夏季休暇など、年間学習課程に組み込まれている場合は支給します）。

※留年又は休学することになった場合は、届け出てください。

（５）修業期間終了後（卒業） 提出書類あり

対象者には「高等職業訓練修了支援給付金」の申請手続きをお知らせします。養成機関修了日

から起算して30日以内に、以下の書類を揃えて申請書を提出してください。

＜申請に必要な書類＞※その他、必要に応じて書類の提出をお願いする場合があります。

・ 当該対象者及びその扶養している児童の戸籍謄本

・ 児童扶養手当証書（児童扶養手当の支給を受けている方のみ）

・ 養成機関の卒業証書または卒業証明書

・ 預金通帳またはキャッシュカード（申請者名義のもの）

・ マイナンバーを確認できるもの

・ 本人確認書類（運転免許証、マイナンバーカードなど）

３ その他・留意事項

支給要件に該当しなくなった場合（資格喪失）

給付金を受給中に次の事由に該当したときは、１４日以内に資格喪失届を届け出てください。

・ ひとり親家庭でなくなったとき（婚姻、事実上の婚姻、子の2０歳到達など）

・ 宮崎市に住所を有しなくなったとき

・ 養成機関での修業を途中でやめたとき

・ その他、支給要件に該当しないと認められるとき

※ 偽りその他不正な手段により支給を受けた場合には、既に支給を受けた金額の一部又は全部を返還していただきます。


